
平
成

™
�
年

 
月

˜
Ÿ
日
木
曜
日

(
号
外
政
府
調
達
第

˜
�
�
号
)

官
報

b 入札方法 入札は総価で行う。落札決定に
当たっては、入札書に記載された金額に当該
金額の100分の８に相当する額を加算した金
額（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てた金額とする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約希望金額の108分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。

２ 競争参加資格
\ 首都高速道路株式会社契約規則実施準則
（平成23年準則第１号）第73条の規定に該当
しない者であること。

] 本件借入物品に関し、平成21年度以降に当
該品と同等品に係る納入実績があることを証
明した者であること。

^ 本件借入物品に関し、迅速なアフターサー
ビス・メンテナンスの体制が整備されている
ことを証明した者であること。

３ 入札書等の提出場所等
\ 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び入札書の提出場所、契約条項を
示す場所、入札説明書の交付場所並びに問い
合わせ先 〒100`8930 東京都千代田区霞が
関一丁目４番１号（日土地ビル）８階 首都
高速道路株式会社 財務部契約課 深井 美
和 電話03`3539`9319

] 入札説明書の交付方法 本公告の日から無
償で直接交付する。

^ 申請書の提出期限 平成26年10月10日午後
３時00分

_ 入札書の提出期限 平成26年11月10日午後
３時00分

` 開札の日時及び場所 平成26年11月11日午
前10時00分 首都高速道路株式会社本社８階
第一会議室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、申請書及びその他必要
な証明書を申請書の提出期限までに、封印し
た入札書を入札書の提出期限までに提出しな
ければならない。また、開札日の前日までの

間において、必要な証明書等の内容に関する
当社からの照会があった場合には、説明しな
ければならない。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
を有しない者がした入札及び入札に関する条
件に違反した入札は無効とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低価格をもって有効な入札を行った者
を落札者とする。

b 手続における交渉の有無 無
c 詳細は入札説明書等による。
５ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Hideo Sugawara, Presi-

dent of Metropolitan Expressway Company

Limited.

] Classification of the products to be pro-

cured : 71, 27

^ Nature and quantity of the products to be

leased : Servers for the Completion Ma-

terials Management System : 1 set

_ Deadline for supply of materials : 9 Jan,

2015

` Lease period : From 1 Feb, 2015 through 31

Jan, 2020

a Lease place : as in the tender do-

cumentation

b Qualification for participating in the ten-

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tenders are

those who shall :

{ not come under article 73 of Practice

Rules of Contract established by Metro-

politan Expressway Company Limited.

| have proven to have actually leased the

products concerned or the products with

performance similar to that of the prod-

ucts concerned after FY 2009.

} have proven to have prepared a system

to provide rapid after-sale service and

maintenance for the products concerned.

c Time-limit for tender : 3 : 00 p.m. 10 Oct,

2014

d Contact point for the notice : Miwa

Fukai, Contract Group, Finance Departm-

ent, Metropolitan Expressway Company Li-

mited, 1`4`1 Kasumigaseki, Chiyoda-ku,

Tokyo, 100`8930 Japan. TEL 03`3539`

9319

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 26年９月 18日

支出負担行為担当官
関東地方整備局長 越智 繁雄

◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 11

〇第１号
１ 工事概要
\ 品目分類番号 41

] 工事名 圏央道谷田川高架橋上部その１工
事（電子入札対象案件）

^ 工事場所 茨城県つくば市島名地先

d 本工事は建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律（平成12年法律第104号）に基
づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の
再資源化等の実施が義務付けられた工事であ
る。

e 本工事は、競争参加資格確認資料の作成に
あたり設計業務成果を閲覧に供する試行工事
である。なお、閲覧の対象者は本工事の入札
参加希望者であり入札説明書を入手した者と
する。（閲覧方法等の詳細は入札説明書によ
る。）

Ĉ 本工事の完成時の工事成績評定の結果が65

点未満であった場合、当該工事成績評定通知
書の通知月から起算して１年間に行われる関
東地方整備局（港湾空港関係を除く。）の発注
する工事の入札において、総合評価落札方式
の加算点等を減ずる試行対象工事である。た
だし、事故減点は原則適用外とする。

入札公告の訂正

次のとおり訂正します。
平成 26年９月 18日
支出負担行為担当官
国税庁長官官房会計課長 牧田 宗孝

◎調達機関番号 015 ◎所在地番号 13

１ 掲載日
平成26年８月15日（号外政府調達第153号）

２ 訂正内容
４ページ４段目「入札公告」第２号の１]

「パーソナルコンピュータ等（携帯用）の購入
（区分１・区分２）のべ1093台」を「パーソナ
ルコンピュータ等（携帯用）の購入（区分１・
区分２）のべ1¶129台」に、１_「平成27年１
月30日」を「平成27年２月27日」に、３^「平
成26年９月11日13時30分」を「平成26年10月３
日15時30分」に、３_「平成26年10月28日17時
30分」を「平成26年11月26日17時30分」に、３
`「平成26年10月31日 国税庁第五会議室（区
分１）10時30分（区分２）11時15分」を「平成
26年11月28日 国税庁第五会議室（区分１）10

時30分（区分２）11時15分」に、５^３行目「平
成26年10時７日の17時30分まで」を「平成26年
11月10日の17時30分まで」に、６ 「̂Personal

mobile computers etc a total of 1093 sets」を
「Personal mobile computers etc a total of

1,129 sets」に、６_「30 January 2015」を
「27 February 2015」に、６b「17 : 30 28

October 2014」 を 「17 : 30 26 November

2014」に訂正する。

_ 工事内容 谷田川第１高架橋、橋種 鋼６
径間連続２主鈑桁橋、橋長 Ｌ＝258N、支
間長 42•05＋４＠ 43•0＋ 42•3N、幅員
11•2N、床版支間長 6•5N、工場製作工 約
500ｔ、工場塗装工 約6¶200fl、工場製品輸
送工 １式、架設工 １式（クレーンベント
工法）、現場塗装工 約300fl、合成床版工
約2¶900fl、橋梁付属物工 １式

` 工期 契約締結の翌日から平成27年11月30

日まで。
a 使用する主要な資機材 鋼材 約500ｔ
b 本工事は、「工事全般の施工計画」を求め、
価格と価格以外の要素を総合的に評価して落
札者を決定する［総合評価落札方式（技術提
案評価型Ｓ型）］の工事である。また、品質確
保のための体制その他の施工体制の確保状況
を確認し、施工内容を確実に実現できるかど
うかについて審査し、評価を行う施工体制確
認型総合評価落札方式の試行工事である。ま
た、本工事は、契約締結後に施工方法等の提
案を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事で
ある。

c 本工事は資料提出、入札等を電子入札シス
テムで行う対象工事である。ただし、電子入
札システムによりがたいものは、発注者の承
諾を得て紙入札方式に代えるものとする。ま
た、紙入札の承諾に関しては関東地方整備局
総務部契約課に承諾願を提出するものとす
る。
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